
　性質別決算額は、経常的経費199億5,348万3千円、その他経費23億3,959万5千円、投資的経費

66億1,110万1千円となり、前年度に比べ経常的経費は4.3％増加し、投資的経費は21.9％の増加

となりました。

　表－８　性質別決算額の状況

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

人 件 費 4,691,767 16.2 4,473,206 16.9 218,561 4.9

扶 助 費 5,110,011 17.7 4,589,135 17.4 520,876 11.4

公 債 費 1,788,178 6.2 1,672,814 6.3 115,364 6.9

物 件 費 4,018,138 13.9 3,338,004 12.6 680,134 20.4

維 持 補 修 費 704,698 2.4 1,291,800 4.9 ▲ 587,102 ▲ 45.4

補 助 費 等 3,640,691 12.6 3,762,621 14.2 ▲ 121,930 ▲ 3.2

計 19,953,483 69.0 19,127,580 72.3 825,903 4.3

積 立 金 933,108 3.2 494,352 1.9 438,756 88.8

貸 付 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

投 資 ・ 出 資 金 99,994 0.3 87,017 0.3 12,977 14.9

繰 出 金 1,306,493 4.5 1,297,740 4.9 8,753 0.7

計 2,339,595 8.0 1,879,109 7.1 460,486 24.5

普通建設事業費 6,611,074 22.9 5,406,767 20.5 1,204,307 22.3

災害復旧事業費 27 0.0 15,734 0.1 ▲ 15,707 ▲ 99.8

計 6,611,101 22.9 5,422,501 20.6 1,188,600 21.9

28,904,179 100.0 26,429,190 100.0 2,474,989 9.4

※構成比は、表示未満四捨五入の関係で、積み上げと合計額が一致しない場合がある。

４．将来の財政負担

（１）市　債

  市債の発行額は、35億350万円で、前年度に比べ15億1,190万円、75.9％増加しました。

  令和７年度末の市債現在高は、209億477万円で、前年度と比較して18億4,436万3千円、9.7%

の増加となりました。

  借入先別市債残高の構成は、地方公共団体金融機構が50.7％で、以下、財政融資資金・市中

銀行等・共済等・旧郵政公社資金の順となっています。

　表－９　借入先別市債現在高
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区　　　分
令和６年度末現在高 令和７年度 令和７年度末現在高

(A) 償還額(C) (A)+(B)-(C)

財 政 融 資 資 金 5,415,149 633,098 5,492,251

旧 郵 政 公 社 資 金 87,548 63,211 24,337

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 8,844,903 662,692 10,601,711

市 中 銀 行 等 2,943,989 205,833 3,043,056

共 済 等 1,768,818 94,303 1,743,415

県市町村振興資金等 0 0 0

計 19,060,407 1,659,137 20,904,770
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